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介護保険「保険者シート」活用マニュアル

基礎編

第１版

（2022年3月31日）

「令和3年度 老人保健健康増進等事業（老人保健事業推進費等補助金）介護保険制度の実施状況に係る全体像把
握のためのツールを活用した研修プログラムの開発等に関する調査研究事業」により作成しました。



活用マニュアル基礎編の目的

介護保険「保険者シート」を、地域の実態把握や地域マネジメントに
活用するために、介護保険「保険者シート」に収載されている指標の
基本的な見方について解説するものです。

各指標で下記を示しています。

１．分野（介護保険基本ロジックモデルでの場所）
２．保険者シート掲載場所と項目№
３．指標で把握しようとしているアウトカム
４．指標の詳細定義、集計方法
５．指標に影響を及ぼす主な要因
６．指標を見る場合の注意事項
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平均寿命・健康寿命（平均自立期間）
保険者シート№22 №23 分野：被保険者のQOL

「（要介護状態になり介護・機能訓練・看護・療養
上の管理・医療を要する者が）尊厳を保持し、その
有する能力に応じ自立した日常生活を営むことがで
きる」の状態を把握する指標

※平均寿命・健康寿命が高いほど、平均寿命と健康
寿命の差が小さいほど、住民の健康は良好

• 健康寿命＝日常生活動作が自立している：要介
護２以上になるまでの平均期間

＜影響を及ぼす要因＞
① 保健・医療・福祉の取組み
→介護保険分野、高齢者分野に限らず、あらゆる施
策・事業の長期的な成果として設定されている。
② 健康の地域格差、生活習慣、社会文化的背景
→例：脳卒中の罹患・死亡率の地域差、生活習慣
③ 医療・介護サービスの提供体制
→例：地域住民の自立の程度

＜注意事項＞
・健康寿命は、小規模自治体での計算は信頼性が低
い。もしくは、計算されない場合がある。
→二次医療圏単位での計算結果を用いる。

A1被保険者のQOL



主観的幸福感・主観的健康感が高い者の割合

保険者シート№43

分野：被保険者のQOL（生活の質）
「（要介護状態になり介護・機能訓練・看護・療養上の管
理・医療を要する者が）尊厳を保持し、その有する能力に
応じ自立した日常生活を営むことができる」の状態を把握
する指標
※主観的幸福感・主観的健康感が高い者の割合が高い方が、
生活の質（の主観的側面）が良好。
※生活の質は、客観的状態に加えて主観的な側面も合わせ
てみる。
• 主観的幸福感：「現在どの程度幸せですか」に0～10点

中、8点以上を回答した者の割合
生活の質の主観的側面を測定。

• 主観的健康感：「現在の健康状態」に「とてもよい」
「まあ良い」を回答した者の割合」
健康関連の生活の質の主観的側面を測定。
高いほど死亡率が低いことが知られている。

• 病気や障害の有無に関わらない生活の質を把握

＜影響する要因＞
① 保健・医療・福祉の取組み
→介護保険分野、高齢者分野に限らず、あらゆる施策・事
業の長期的な成果として設定される。
② 身体的、精神的、社会的健康状態
＜注意事項＞
・自立・要支援の者のみの回答で、要介護者の回答が含ま
れていない。

A1被保険者のQOL



自宅死・老人ホーム死の割合
保険者シート№24 分野：居宅での生活継続

「要介護状態になっても、可能な限り、居宅において、
継続して日常生活を営むことができる」の状態を把握
する指標
※割合が高いほど、医療施設ではない「暮らしの場」
で人生の最終段階を過ごした人の割合がある程度把握
できる

＜影響する要因＞
① 医療資源、介護資源、サービス提供体制
② 地理的要因、文化的要因

＜注意事項＞
• 「自宅死」には、異状死も一定数含まれる。「自宅
で看取られた人数」を示していない。
→時系列で推移を確認する

• 小規模自治体は１死亡によって割合が大きく変動す
る。
→時系列の推移、数年の平均値で傾向を確認する

• 老人ホームに居住系サービスでの死亡が含まれる場
合がある

• 死亡した１時点の「場所」を示す

※死亡した場所に関わらず、「死亡する前にどれ
だけ長く暮らしの場で生活を続けられたか」は把
握できない。

B1居宅での生活継続



在宅療養率（要介護３以上の居所別サービス利用者数）
保険者シート№32 分野：居宅での生活継続

「要介護状態になっても、可能な限り、居宅において、継続して
日常生活を営むことができる」の状態を把握する指標
※「自宅」「小規模多機能＋看護小規模多機能」「居住系」の割
合が高いほど、医療施設や施設サービス以外の居宅サービスで高
齢者を支えられている。

• 要介護認定者数と各サービス受給者数から割合を集計
• 介護老人福祉施設への入所が可能になる要介護3以上に着目し

て集計している
• 「介護サービス利用なし」は、家族が支えている場合、入院な

どで医療保険を使っている場合、自費で介護サービスを利用し
ている場合が考えられる。

＜影響する要因＞
① 医療資源、介護資源、サービス提供体制

→在宅に関わるサービス提供量や資源がある程度必要になる
② 地理的要因、文化的要因
③ 家族の介護負担

→自宅が多いほど家族の介護負担は高くなる

＜注意事項＞
• 同じ月にサービスを変更した場合は複数回カウントされている

ため、サービス受給者数が要介護認定者数を上回っている場合
がある。その場合、「介護サービス利用無し」を0とした。

• 各年３月分の算定のため季節変動は考慮できていない。

B1居宅での生活継続



リスク者の割合

B2介護予防・重度化防止

保険者シート№30

分野：介護予防・重度化防止
「要介護状態等となることの予防または要介護状態
等の軽減もしくは悪化の予防ができる」の状態を把
握する指標
※割合が低いほど介護リスクのある高齢者が少ない

• 「運動機能低下」「転倒」「口腔」「栄養」
「認知症」「抑うつ」それぞれについて、該当
すると回答した者の割合

• どのリスクを持った者が地域に多いのか把握で
きる

＜影響する要因＞
① 地域の高齢化率
② 介護予防や健康づくりの取組み

＜注意事項＞
• 自立・要支援のみの回答。（日常生活圏域ニーズ
調査）

• 自治体によって、調査対象や方法が異なる場合が
ある



要介護認定率（年齢補正後の重度認定率・軽度認定率）

B2介護予防・重度化防止

保険者シート№20 分野：介護予防・重度化防止
「要介護状態等となることの予防または要介護状態
等の軽減もしくは悪化の予防ができる」の状態を把
握する指標

※低いほど介護が必要な高齢者が少ない

• 年齢補正後認定率：地域の年齢構成（高齢化
率）が同じ場合の地域の要介護認定率
⇒地域間比較、時系列比較ができる

• 重度認定率：要介護３・４・５
• 軽度認定率：要支援と要介護１・２

＜影響する要因＞
① 地域のサービス提供体制（資源量）
→サービス提供体制が充実しているほど高くなる傾

向。※特に軽度認定率は介護予防サービス提供体制
や、介護予防に関わる事業実施状況に影響を受ける。
→重度認定率に注目する。
→軽度認定率は時系列で推移を把握する。

②高齢者世帯の状況
→高齢者単身世帯が多いほど、認定率が高くなる傾
向にある。

③その自治体の認定業務



保険料基準額・保険料必要額・保険料構造
保険者シート№33 分野：制度の持続可能性

「介護保険制度が信頼され、持続可能性が確保され
ている」の状態を把握する指標
※人口高齢化や、地域の給付の在り方に対して適切
に設定されているか確認する

• 保険料基準額＝保険料必要額＋基金残高取り崩
し額

• 保険料構造は、標準給付費に対して、地域支援
事業費（中でも包括的支援事業・任意事業）に
費やされる割合に着目する。

＜影響する要因＞
• 受給者数、一人当たり給付月額が高いと、保険

料必要額も高い。
• 保険料段階別被保険者の割合で、段階数が低い

者の割合が多いほど、一人当たりの保険料必要
額は高くなる。

＜注意事項＞
• 決算額（実績値）と合わせて確認する
• 準備基金は、保険者によっては余剰分を積み立て
ず被保険者に還元する方針の場合もある。

B3制度の持続
可能性

B3制度の持続可能性



介護保険基準額と保険料必要額
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• 「介護保険料基準額」は、「保険料必要額」が「介護保険準備基金取崩し額」によって調整
される。

• 「介護保険準備基金取崩し額」は保険者の任意で設定できる。
→「介護保険料基準額」が同額の地域でも、実際に介護保険運用に必要な額は異なる

→地域の介護保険事業運用状況は「保険料必要額」で比較する。

保険料必要額

介護保険料基準額

5,000円

6,000円

200円

実績に基づいた「介護給付費」「予防給付費」「地域支援事業費」等の今後３年の見込み額が、
後期高齢化率や所得水準の地域差を一律の基準による「調整交付金」で調整され算出される。

5,200円

1,000円

保険料必要額A市

B市 介護保険準備基金取崩し額

介護保険
準備基金

取崩し額


